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Ｊ
Ａ
は
こ
の
節
目
に
開
催
す
る
第
４１
回

Ｊ
Ａ
群
馬
県
大
会
の
決
議
を
も
と
に
、

個
々
の
経
営
課
題
や
地
域
の
実
情
に

応
じ
た
次
期
中
期
計
画（
１９
〜
２１
年
度
）

を
策
定
し
、
着
実
な
実
践
を
目
指
す

こ
と
に
な
り
ま
す
。
中
央
会
・
連
合
会

は
Ｊ
Ａ
の
主
体
的
な
取
り
組
み
を
徹

底
し
て
支
援
・
補
完
し
ま
す
。

（1）

JAグループ群馬
自己改革
特集号

Ｊ
Ａ
の
実
践
と
組
合
員
・
地
域
か
ら

の
評
価
、
そ
し
て
針
路
に
つ
い
て
問
わ

れ
る
重
要
な
局
面
で
す
。
組
合
員
や
地

域
住
民
か
ら
、「
Ｊ
Ａ
の
総
合
事
業
は

必
要
」「
准
組
合
員
の
利
用
規
制
は
必

要
な
い
」
と
声
を
上
げ
て
も
ら
え
る
よ

う
、
自
己
改
革
を
加
速
さ
せ
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
に
、
本
県
１５

て
、
施
行
後
５
年
間
で
そ
の
実
態
等

を
調
査
し
結
論
を
得
る
予
定
で
す
。

今
後
の
農
協
改
革
は
①
准
組
合
員
の

事
業
利
用
規
制
の
在
り
方
②
信
用
事

業
譲
渡
方
式
（
信
連
ま
た
は
農
林
中

金
へ
の
信
用
事
業
譲
渡
、
代
理
店
化
）

の
活
用
―
―
が
主
要
な
論
点
に
な
る
と

見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

１９
年
９
月
末
に
は
改
正
農
協
法
で

定
め
ら
れ
た
全
中
・
都
道
府
県
中
央

会
の
組
織
変
更
や
、
公
認
会
計
士
監

査
へ
の
移
行
期
限
を
迎
え
ま
す
。
そ
の

２
か
月
前
に
予
定
さ
れ
る
参
議
院
選

挙
の
後
、
農
協
法
改
正
の
議
論
が
始

ま
る
と
の
見
方
も
あ
り
、
１９
年
秋
か

ら
が
農
協
改
革
の
ヤ
マ
場
と
み
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
今
は
、
こ
れ
ま
で
の

年
、進
捗
状
況
の
定
期
的
な
把
握
（
フ
ォ

ロ
ー
ア
ッ
プ
）
に
着
手
。
６
月
の
答
申

で
は
「
改
革
が
推
進
さ
れ
る
よ
う
、
引

き
続
き
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
実
施
す

る
」
と
し
ま
し
た
。

　

改
正
農
協
法
附
則
で
は
准
組
合
員

の
事
業
利
用
規
制
の
在
り
方
に
つ
い

　

政
府
は
農
協
改
革
で
２
つ
の
期
限

を
設
け
ま
し
た
。「
農
協
改
革
集
中
推

進
期
間
」
の
期
限
で
あ
る
２
０
１
９

年
５
月
末
と
、
１６
年
４
月
施
行
の
改

正
農
協
法
附
則
５
年
後
検
討
条
項
の

期
限
で
あ
る
２１
年
３
月
末
で
す
。
農

協
改
革
で
規
制
改
革
推
進
会
議
は
今

自己改革の完遂へ対話を強化
組
合
員
と
、地
域
と
と
も
に

〜
協
同
の
力
で
農
業
と
地
域
の
未
来
を
拓
く
〜
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地域のくらしを支えるＪＡ総合事業
組合員や地域にさまざまな利点

　

准
組
合
員
制
度
と
と
も
に
農
協
改

革
の
論
点
と
な
り
そ
う
な
の
が
、Ｊ
Ａ

の
総
合
事
業
で
す
。
政
府
の
規
制
改

革
推
進
会
議
は
、
２
０
１
８
年
４
月

か
ら
農
協
改
革
の
進
捗
状
況
を
定
期

的
に
把
握
す
る
「
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」

を
実
施
し
て
い
ま
す
が
、
同
会
議
の

委
員
ら
が
農
林
中
金
や
信
連
へ
の
信

用
事
業
の
譲
渡
・
代
理
店
化
に
つ
い
て

強
い
関
心
を
持
っ
て
い
る
た
め
で
す
。

　

信
用
事
業
は
マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策

な
ど
で
事
業
環
境
が
厳
し
さ
を
増
し
、

今
後
、Ｊ
Ａ
が
独
自
に
事
業
を
行
う
と

収
支
が
悪
化
し
か
ね
な
い
と
い
う
の

が
、
そ
の
理
由
で
す
。
し
か
し
代
理

店
に
な
る
と
、
地
域
の
実
情
に
合
わ

せ
Ｊ
Ａ
が
独
自
に
農
業
者
へ
の
融
資

や
農
業
関
連
施
設
な
ど
へ
の
投
資
な

ど
を
判
断
で
き
な
く
な
り
、
農
業
者

の
所
得
増
大
を
目
指
す
自
己
改
革
に

支
障
が
出
か
ね
ま
せ
ん
。

　

逆
に
、Ｊ
Ａ
が
総
合
事
業
を
営
む
こ

と
は
、
組
合
員
に
と
っ
て
も
利
点
が

あ
り
ま
す
。

　

信
用
や
共
済
、
営
農
指
導
、
農
畜

産
物
の
販
売
、
生
産
資
材
の
購
買
、

農
業
施
設
の
利
用
な
ど
、
組
合
員
が

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
多
様
な
事
業
を
利

用
で
き
る
か
ら
で
す
。
農
業
振
興
に

伴
う
資
金
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
農
業

融
資
を
は
じ
め
、
営
農
指
導
と
信
用

な
ど
と
の
部
門
間
連
携
も
可
能
で
、

組
合
員
に
さ
ま
ざ
ま
な
面
か
ら
提
案

で
き
る
相
乗
効
果
も
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
地
域
の
中
で
も
Ｊ
Ａ
の
総

合
事
業
は
生
活
基
盤
を
支
え
て
い
ま

す
。

　

貯
蓄
や
住
宅
ロ
ー
ン
な
ど
の
信
用

事
業
、
将
来
の
病
気
や
災
害
に
備
え

る
共
済
事
業
、
医
療
や
介
護
の
た
め

の
厚
生
事
業
・
高
齢
者
福
祉
事
業
が

あ
り
ま
す
。
ま
た
、
地
場
産
の
野
菜

な
ど
を
供
給
す
る
直
売
所
の
他
、
Ａ

コ
ー
プ
や
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
、
葬

祭
事
業
な
ど
も
含
め
、
都
市
に
比
べ

て
事
業
者
が
少
な
い
農
村
な
ど
で
地

域
住
民
の
生
活
の
支
え
に
な
っ
て
い

ま
す
。

　

規
制
改
革
推
進
会
議
な
ど
諮

問
機
関
の
発
言
が
強
く
、官
邸
主

導
の
傾
向
が
強
い
安
倍
内
閣
の

政
策
決
定
に
、生
産
現
場
は
否
定

的
な
見
方
を
し
て
い
ま
す
。

　

日
本
農
業
新
聞
が
2
0
1
8

年
4
月
に
行
っ
た
モ
ニ
タ
ー
調
査

に
よ
る
と
、現
在
の
政
策
決
定
に

つ
い
て
、「
大
胆
な
農
政
改
革
が
期

待
で
き
、評
価
で
き
る
」と
答
え
た

人
は
3
・
7
％
に
留
ま
り
、「
農
家

や
生
産
現
場
の
声
よ
り
も
経
済
界

の
意
見
を
重
視
し
、評
価
で
き
な

い
」人
が
84・0
％
に
上
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、政
府
の
農
協
改
革
に
つ

い
て
も
、大
い
に・ど
ち
ら
か
と
い
え

ば「
評
価
す
る
」と
答
え
た
人
は

31
・
2
％
だ
っ
た
の
に
対
し
、ど
ち

ら
か
と
い
え
ば
・
ま
っ
た
く「
評
価

し
な
い
」人
は
59
・
9
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。

ＪＡはみなさんのくらしの中にあります

組合員の豊かなくらしづくりを応援するとともに、
都市住民の農業や農村に対する理解を拡大。

【新聞情報】【出版・文化】【旅行】

収穫物を貯蔵・選別・出荷するた
めの施設など、個人所有が難しい
施設や設備を共同で利用。

【利 用】

JA

農機具や倉庫の購入資金、住宅
ローンなど、資金面でサポート。

【信 用】

組合員の農業技術や農業経営の改善・向上を指導
することで、地域農業の維持・発展に貢献。

【指 導】

【共 済】

「ひと・いえ・くるまの総合保障」
で、くらしの安心をサポート。

農業資材から日用品まで、組合員
による共同購入で、質の良い製品
を安価に供給。

【購 買】

肥 

料
肥 

料

2018年4月、日本農業新聞「農政モニター調査」

官
邸
主
導
の

政
策
決
定
に
否
定
的

「
評
価
で
き
な
い
」８４
％

日
本
農
業
新
聞
モ
ニ
タ
ー
調
査

官邸主導の傾向が強い安倍内閣の政策決定について

農協改革をどう評価しますか

大胆な農政改革が
期待でき、評価できる

農家や生産現場の声よりも経済界の
意見を重視し、評価できない

どちらとも
いえない

大いに
評価する

どちらかといえば
評価する

どちらかといえば
評価しない

まったく
評価しない

分からない

3.7 84.0 11.8

6.8 24.4 28.0 8.331.9

ワンストップで総合サービス 地域のインフラを支えて貢献
ＪＡグループは全国で多くの拠点を活用した総合事業（営農・経済、信用、共済、生活、医療、介護、福祉など）を通じて組合員と
地域住民にワンストップで総合サービスを提供することにより、地域インフラの一翼として役割を発揮しています。

（本・支所・出張所8519、事業所8447） （2018年9月末現在、速報）

（2016年4月1日現在） （2017年3月末現在、全中調べ）
（2016年4月1日現在）

（2017年度）

約1万7000カ所
ＪＡの拠点の数

3兆2870億円
ＪＡ共済の共済金支払額

108病院
66診療所

ＪＡ厚生連の病院・診療所数

1520カ所
農産物直売施設の数

4388カ所
青果物の集出荷施設の数

103兆4615億円

556 合計1062

ＪＡ助け合い組織の数 介護保険事業を行っている
ＪＡの事業所数

全国ＪＡ貯金残高

卸売市場
卸売市場

JA J
A
直
売
所

JA●●病院
JAデイサービス

¥
¥
¥

¥
¥

¥
¥

　

Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
群
馬
は
、
組
合
員
と
の
対
話
運
動
を
進
め
て
い
ま

す
。
組
合
員
一
人
ひ
と
り
の
声
を
Ｊ
Ａ
自
己
改
革
に
反
映
す
る
と
と

も
に
、
こ
れ
ま
で
の
改
革
の
成
果
を
お
伝
え
す
る
の
が
狙
い
で
す
。

持
続
可
能
な
地
域
農
業
を
目
指
す
上
で
、
農
家
の
高
齢
化
等
に
よ
る

農
業
生
産
基
盤
の
脆
弱
（
ぜ
い
じ
ゃ
く
）
化
を
は
じ
め
、
さ
ま
ざ
ま

な
課
題
へ
の
対
処
は
待
っ
た
な
し
の
状
況
で
す
。
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
に

と
っ
て
大
き
な
転
換
期
で
あ
る
こ
の
時
に
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
組
合

員
や
地
域
に
寄
り
添
い
、
な
く
て
は
な
ら
な
い
存
在
に
な
っ
て
い
か

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
に
対
話
を
強
化
し
、
よ
り
強
固

な
絆
づ
く
り
を
目
指
し
ま
す
。

第４１回ＪＡ群馬県大会開催

JA●
●病院

農家が生産した農畜産物をＪＡが
集荷し、市場、小売店などを通じて
消費者に販売。農家の安定収入を
確保。

【販 売】

農山村部での病院経営・巡回健
診などで、組合員や地域住民の
健康の維持・増進や医療提供に
貢献。

【厚 生】

農林水産省
「総合農協統計表」
2016年

農林水産省
「総合農協統計表」
2016年

農林水産省
「総合農協統計表」
2016年

　

Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
群
馬
は
、
１５
年
１１

月
に
開
催
し
た
第
４０
回
Ｊ
Ａ
群
馬
県

大
会
に
お
い
て
、「
農
業
者
の
所
得
増

大
」「
農
業
生
産
の
拡
大
」「
地
域
の

活
性
化
」
の
３
つ
を
基
本
目
標
と
し
、

「
組
合
員
が
実
感
で
き

る
自
己
改
革
の
実
践
」

に
取
り
組
む
こ
と
を
決

議
し
ま
し
た
。
こ
れ
を

受
け
、Ｊ
Ａ
で
は
、
個
々

の
経
営
課
題
や
地
域
の
実
情
に
応
じ

て
、
自
己
改
革
実
践
施
策
で
あ
る
中

期
計
画
を
策
定
し
、
そ
の
実
践
に
取

り
組
ん
で
き
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

今
回
の
第
４１
回
Ｊ
Ａ
群
馬
県
大
会

の
実
践
期
間
で
あ
る
今
後
３
カ
年

は
、
政
府
が
進
め
る
「
農
協
改
革
」

が
大
き
な
節
目
を
迎
え
る
こ
と
か
ら

も
、
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
に
と
っ
て
非
常

に
重
要
な
期
間
と
な
り
ま
す
。
こ
の

難
局
に
立
ち
向
か
う
に
は
、
今
ま
で

以
上
の
強
い
覚
悟
を
も
っ
て
挑
む
こ

と
が
必
要
で
す
。

　

キ
ー
ワ
ー
ド
は
「
対
話
」
で
す
。Ｊ
Ａ

は
協
同
組
合
で
あ
り
、
そ
の
主
人
公
は

組
合
員
で
す
。
外
部
か
ら
の
干
渉
に
振

り
回
さ
れ
る
こ
と
な
く
、
組
合
員
と
の

対
話
を
強
化
し
、
そ
の
意
見
を
し
っ
か

り
と
Ｊ
Ａ
運
営
に
反
映
さ
せ
る
こ
と

で
、
自
己
改
革
を
止
め
る
こ
と
な
く
着

実
に
実
践
し
て
ま
い
り

ま
す
。

　

日
本
全
国
で
自
然
災

害
が
多
発
し
て
い
る

今
、
協
同
組
合
の
必
要

性
を
改
め
て
実
感
し
て
い
ま
す
。「
食

と
農
を
基
軸
と
し
て
地
域
に
根
ざ
し
た

協
同
組
合
」
と
し
て
の
役
割
を
発
揮
し
、

農
業
と
地
域
の
未
来
に
向
け
て
邁
進
し

て
ま
い
り
ま
す
。

な
く
て
は
な
ら
な
い
J
A
へ
全
力

Ｊ
Ａ
群
馬
中
央
会
・
各
連
合
会
会
長

　
　
　
　
　
　

大
澤 

憲
一

豊かで暮らしやすい地域社会の実現 協同組合としての役割発揮持続可能な農業の実現

第４１回ＪＡ群馬県大会議案の全体像

3つの基本目標
地域の活性化農業者の所得増大　 農業生産の拡大

「地域の活性化」へのさらなる貢献「農業者の所得増大」「農業生産の
拡大」へのさらなる挑戦 ⅡⅠ

「食」「農」「協同組合」にかかる県民理解の醸成

自己改革の実践を支える経営基盤の強化

組合員のアクティブ・メンバーシップの確立

Ⅴ

Ⅳ

Ⅲ

組合員と、地域とともに ～協同の力で農業と地域の未来を拓く～
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組合員と、地域とともに
～協同の力で農業と地域の未来を拓く～

　ＪＡグループ群馬は、「組合員と、地域とともに～協同の力で農業と地域の未来を拓く～」をスローガン
に、「持続可能な農業の実現」「豊かで暮らしやすい地域社会の実現」「協同組合としての役割発揮」を
目指します。
　そのために、「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」の３つを基本目標とし、特に
「『農業者の所得増大』『農業生産の拡大』へのさらなる挑戦」「『地域の活性化』へのさらなる貢献」
「組合員のアクティブ・メンバーシップの確立」「自己改革の実践を支える経営基盤の強化」「『食』『農』
『協同組合』にかかる県民理解の醸成」－の5項目に取り組んでいきます。

１
．タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
合
わ
せ
た
戦
略
的
広
報
活
動
の
展
開

●

広
報
を
経
営
戦
略
・
事
業
計
画
の
重
要
な
柱
と
位
置
づ
け
、ト
ッ
プ
広
報
を
実
践

●

パ
ブ
リ
シ
テ
ィ
を
重
視
し
た
広
報
活
動
の

強
化

●

Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
の
効
果
的
な
活
用
に
よ
る
継
続
的
・

反
復
的
な
情
報
発
信

２
．自
己
改
革
の
取
り
組
み
と
成
果
の
積
極

的
な
発
信

●

広
報
誌
等
を
通
じ
て
自
己
改
革
の
取
り
組
み

と
成
果
に
つ
い
て
情
報
発
信

3
．生
産
基
盤
の
維
持
・
拡
大
に
向
け
た

農
政
運
動
の
展
開

●

食
料
・
農
業
・
地
域
政
策
の
確
立
を
目
指
し
た

農
政
運
動
の
展
開

●

農
業
振
興
と
地
域
活
性
化
に
向
け
た
行
政

等
と
の
連
携
強
化

「
食
」「
農
」「
協
同
組
合
」に
か
か
る

県
民
理
解
の
醸
成

Ⅴ

「
農
業
者
の
所
得
増
大
」

「
農
業
生
産
の
拡
大
」へ
の
さ
ら
な
る
挑
戦

Ⅰ

第４１回
ＪＡ群馬県大会
第４１回

ＪＡ群馬県大会

１
．将
来
見
通
し
を
踏
ま
え
た
Ｊ
Ａ
経
営
基
盤
の
確
立・強
化

●

総
合
事
業
体
で
あ
る
Ｊ
Ａ
の
強
み
を
活
か
す
た
め
、収
支
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
等
に

基
づ
い
た
目
標
利
益
を
設
定
、経
営
基
盤
強
化
に
向
け
た
施
策
の
実
施

●

内
部
統
制
の
見
え
る
化
と
そ
の
継
続
的
な

改
善
の
取
り
組
み
に
よ
る
業
務
の
有
効
性

と
効
率
性
の
追
求

２
．営
農・経
済
事
業
の
収
益
力
向
上

●

購
買
事
業
や
利
用
事
業
の
運
営
方
法
の

検
討
な
ど
に
よ
る
運
営
効
率
化
を
進
め
、

営
農
・
経
済
事
業
の
収
益
力
向
上

3
．信
用・共
済
事
業
に
お
け
る
Ｊ
Ａ

　

  

総
合
事
業
の
支
援・補
完

●

信
用
事
業
＝
持
続
可
能
な
収
益
構
造

を
構
築
し
つ
つ
、組
合
員
・
利
用
者
・
地
域

か
ら
一
層
必
要
と
さ
れ
る
存
在
に
向
け
た

取
り
組
み
強
化

●

共
済
事
業
＝
保
障
提
供
強
化
と
契
約
者
・

利
用
者
対
応
力
の
強
化
、事
業
の
効
率
性・

健
全
性
の
向
上

●

最
適
な
金
融
・
保
障
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

お
よ
び
Ｊ
Ａ
の
利
便
性・効
率
化
に
向
け
た

事
業
連
携

4
．そ
の
他

●

自
己
改
革
の
実
践
を
支
え
る
業
務
執

行
体
制
の
強
化
、
自
己
改
革
を
担
う

人
材
育
成

●

６
Ｊ
Ａ
構
想
の
推
進

自
己
改
革
の
実
践
を
支
え
る

経
営
基
盤
の
強
化

Ⅳ １
．組
合
員
の
メ
ン
バ
ー
シ
ッ
プ
強
化

●

全
戸
訪
問
、利
用
者
懇
談
会
の
開
催
等
、「
組
合
員
と
の
対
話
運
動
」の
展
開

●

把
握
し
た
ニ
ー
ズ
を
も
と
に
し
た
、組
合
員
の
意
思
反
映
・
運
営
参
画
に
向
け
た

取
り
組
み
強
化

●

支
所
協
同
活
動
を
通
じ
た「
組
合
員
の
拠
り
所
」機
能

の
強
化

●

Ｊ
Ａ
青
年
・
女
性
組
織
と
の
連
携
強
化
に
よ
る
地
域
の

活
性
化
へ
の
貢
献

２
．准
組
合
員
の「
農
」に
基
づ
く
メ
ン
バ
ー
シ
ッ
プ

 　

の
強
化

●「
農
業
振
興
の
応
援
団
」と
し
て
の
准
組
合
員
と
の

結
び
つ
き
強
化

●

Ｊ
Ａ
事
業
利
用
の
実
態
等
を
踏
ま
え
、准
組
合
員
の

意
思
反
映
・
運
営
参
画
へ
の
仕
組
み
構
築

3
．組
合
員
学
習
に
よ
る
協
同
の
理
解
促
進

●

日
本
農
業
新
聞
や
家
の
光
等
を
活
用
し
た
情
報
共
有
・

学
習
運
動
の
展
開

●

学
習
運
動
を
起
点
と
し
た
事
業
の
複
合
利
用
や
複
数

活
動
へ
の
参
加
促
進

Ⅲ 

組
合
員
の
ア
ク
テ
ィ
ブ
・メ
ン
バ
ー

シ
ッ
プ
の
確
立

１
．多
様
な
組
織
と
の
連
携
強
化
に
よ

る
協
同
組
合
と
し
て
の
役
割
発
揮

●

行
政・関
係
機
関
と
の
協
定
締
結
等
に
よ
る

地
域
の
課
題
へ
の
対
応

●

農
福
連
携
の
取
り
組
み
に
向
け
た
仕
組
み

づ
く
り
と
人
材
育
成

●

協
同
組
合
組
織
と
の
連
携
に
よ
る
生
産
者

と
消
費
者
の
相
互
理
解
促
進

２
．食
農
教
育
を
通
じ
た「
食
と
農
、地
域

と
Ｊ
Ａ
を
結
ぶ
」取
り
組
み

●

農
畜
産
物
直
売
所
や
支
所
を
拠
点
と
し
た

農
業
体
験
等
の
実
施
に
よ
る
「
食
」
と

「
農
」へ
の
理
解
促
進
、地
域
住
民
と
の

接
点
強
化

3
．経
済
事
業
を
通
じ
た
生
活
イ
ン
フ

ラ
機
能
の
発
揮

●

Ｊ
Ａ
―
Ｓ
Ｓ
、葬
祭
事
業
等
を
通
じ
た
組
合

員
・
地
域
住
民
の
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

４
．信
用
事
業
を
通
じ
た
地
域
活
性
化
に
資
す
る
取
り
組
み
の
強
化

●

食
農
教
育
応
援
事
業
、組
合
員
組
織
の
支
援
な
ど
に
よ
る
地
域
住
民
と
の
交
流
促
進

５
．共
済
事
業
を
通
じ
た
農
業・地
域
に
資
す
る
取
り
組
み
の
強
化

●

新
た
な
Ｊ
Ａ
フ
ァ
ン
づ
く
り
と
と
も
に
、農
業
リ
ス
ク
診
断
活
動
等
に
よ
る
農
業
経
営
の
安
定
化

支
援

６
．健
康
増
進・高
齢
者
福
祉
事
業
を
通
じ
た
地
域
社
会
づ
く
り

●

認
知
症
施
策
の
強
化
や
健
康
増
進
活
動
の
積
極
的
な
展
開
、元
気
な
高
齢
者
に
対
す
る

　
取
り
組
み
支
援

７
．観
光
事
業
を
通
じ
た
組
合
員・地
域
住
民
と
の
関
係
強
化

●

旅
行
や
催
し
を
契
機
と
し
た
組
合
員
・
地
域
住
民
と
の
関
係
強
化

「
地
域
の
活
性
化
」へ
の
さ
ら
な
る
貢
献

Ⅱ

アクティブ・メンバーシップとは？
　組合員が積極的に組合の事業や活動に参加すること。
　ＪＡにおいては、組合員が地域農業と協同組合の理念
を理解し、「わがＪＡ」意識を持ち、積極的な
事業利用と協同活動に参加することをいう。

１
．担
い
手
へ
の
総
合
事
業
提
案

●

営
農
・
金
融
等
の
部
門
を
横
断
し
た
総
合
的
な
事
業
提
案
・
情
報
提
供
に
よ
る
担
い
手
の

課
題
解
決
支
援

●
Ｊ
Ａ
と
中
央
会・連
合
会
が
連
携
し
、高
度
化・専
門
化
す
る
担
い
手
の
個
別
ニ
ー
ズ
に
対
応

２
．マ
ー
ケ
ッ
ト
イ
ン
に
基
づ
く

　

 
販
売
体
制
の
確
立

●

共
同
販
売
の
ほ
か
、契
約
栽
培
・
契
約
出
荷
の

拡
大
、加
工
・
業
務
用
需
要
へ
の
対
応
な
ど
に

よ
る
有
利
販
売
の
実
現

●

水
田
フ
ル
活
用
に
よ
る
需
給
と
価
格
の
安
定
と

農
業
者
所
得
の
向
上

●

農
畜
産
物
直
売
所
を
拠
点
と
し
た
販
売
強
化

●

Ｇ
Ａ
Ｐ
手
法
の
導
入
に
よ
る
産
地
づ
く
り
等
、食
の

安
全
確
保
対
策
と
環
境
保
全
型
農
業
の
推
進

3
．新
た
な
需
要
開
拓
と
付
加
価
値
の
増
大

●

県
産
農
畜
産
物
の
輸
出
拡
大
や
６
次
産
業
化

促
進
等
に
よ
る
農
畜
産
物
の
付
加
価
値
増
大

4
．生
産
ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト
の
低
減

●

肥
料
の
銘
柄
集
約
等
に
よ
る
生
産

資
材
の
価
格
低
減

●

情
報
技
術
や
新
た
な
栽
培
技
術

の
活
用
・
普
及
を
通
じ
た
生
産

性
向
上

5
．地
域
実
態
を
踏
ま
え
た
担
い 

手
育
成・確
保
と
労
働
力
支
援

●

事
業
継
承
の
支
援
体
制
構
築
に

よ
る
次
世
代
と
の
関
係
強
化

●

就
農
支
援
講
座
等
を
通
じ
た

新
規
就
農
者
や
多
様
な
担
い
手

等
の
総
合
的
支
援

●

販
売
デ
ー
タ
等
を
活
用
し
た
経
営

管
理
支
援
事
業
に
よ
る
担
い
手

の
経
営
発
展
支
援

●

集
落
営
農
組
織
の
経
営
管
理
支

援
や
生
産
部
会
の
機
能
強
化
、

労
働
力
確
保
対
策
の
研
究
に
よ
る

生
産
基
盤
維
持

6
．総
合
事
業
の
強
み
を
活
か
し

た
担
い
手
支
援
体
制
の
強
化

●

出
向
く
体
制
の
構
築
・
強
化
お
よ

び
営
農
・
経
済
担
当
職
員
の
人
材

育
成

減少する農家数（群馬県）
（単位：戸）

専業農家
第1種兼業農家
第2種兼業農家
自給的農家　　
合計

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0
2015年

24,564

11,702

3,402

10,416

50,084

2000年

17,581

29,107

8,618

10,259

65,565

2005年

24,019

20,295

7,612

10,601

62,527

2010年

25,338

4,515

10,994

16,405

57,252

農家戸数は
15年で

1万5千戸減少

〈資料〉農林水産省「農林業センサス」（2015年）に基づきJA群馬中央会作成
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